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 草津市の現況                                 

１．外国人住民数推移 

  平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

外国人住民 １，９３５ ２，２６１ ２，６５４ ３，０６６ 

 

 

市内総人口 １３１，８４６ 

 

 

１３２，９１７ １３４，２２４ １３５，１６６ 

市民比 １．４６％ １．７０％ １．９８％ ２．２７％ 

 

 

 

 

 

２．日本人・外国人住民の年齢別状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58.4％増 

2.6％増 

草津市の外国人住民の数は、近年増加傾向が続いており、令和 2 年（2020 年）3 月末現

在で 3,066 人です。 

市全体の外国人住民の割合は 2.27％で、市民のおよそ 44 人に一人が外国人です。 

外国人住民と日本人住民の年齢別人口を比べると、外国人住民は、「20-24 歳」が最も多く、次

いで「25-29 歳」、「30-34 歳」と続きます。20 歳から 49 歳までが、全体の約 76％を占めるのが特

徴です。一方で、日本人住民は、「45-49 歳」が最も多く、次いで「40-44 歳」、「35-39 歳」と続きま

す。また、65 歳以上の人口比率を比べると、日本人住民の 22.2％に対し、外国人住民は 5.7％と

低くなっています。 

資料３ 
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３．国籍別外国人住民数推移 

 

  

                                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国別 
Ｈ２８ 

（２０１６） 

Ｒ２ 

（２０２０） 
増加率 

中国・台湾 ７０１ １，０７８ １５３．７％ 

ベトナム ８７ ５１４ ５９０．８％ 

韓国・朝鮮 ４６７ ４８３ １０３．４％ 

ブラジル １４２ ２０４ １４３．６％ 

フィリピン １６２ １９４ １１９．７％ 

インドネシア ３１ １２８ ４１２．９％ 

タイ ３７ ８５ ２２９．７％ 

その他 ３０８ ３８０ １２３．３％ 

合計 １，９３５ ３，０６６ １５８．４％ 

中国・台湾

(1,078 人) 

35%

ベトナム

(514 人)

17%
韓国・朝鮮

(483 人)

16%

ブラジル

(204 人)

7%

フィリピン

(194 人)

6%

インドネシア

(128 人)

4%

タイ

(85 人)

3% その他

(380 人)

12%

令和2年

 国籍別では、中国・台湾、ベトナム、韓国・朝鮮の３か国１地域で市内の外国人住民の約 68％を占め

ています。近年の傾向として、東南アジア出身者が増え、特にベトナム国籍は平成 28 年（2016 年）の 

87 人から令和 2年（2020 年）514 人と最も増加しています。 
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４．在留資格別外国人住民数推移 

  

                                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在留資格 
Ｈ２８ 

（２０１６） 

Ｒ２ 

（２０２０） 
増加率 

留学 ４５３ ８０６ １７７．９％ 

永住者 ４８１ ５７３ １１９．１％ 

技能実習生 １３０ ４４２ ３４０．０％ 

特別永住者 ３６６ ３３８ ９２．３％ 

技術・人文知識・国際業務 ７５ ３３３ ４４４．０％ 

定住者 １１４ １７２ １５０．８％ 

日本人の配偶者等 １２３ １４１ １１４．６％ 

家族滞在 ８９ １３５ １５１．６％ 

教授 １５ ３３ ２２０．０％ 

その他 ８９ ９３ １０４．４％ 

合計 １，９３５ ３，０６６ １５８．４％ 

留学

806人

26%

永住者

573人

19%
技能実習生

442人

14%

特別永住者

338人

11%

技術・人文知識・国際業務

11%

定住者

6%

日本人の配偶者等

5%

家族滞在

4％
教授

1%

その他

3%

令和2年

 在留資格別にみると「留学」と「永住者」が多くなっており、特に「留学」の在留資格者は、令和２年では

最も多くなっています。また平成 28 年（2016 年）と令和 2年（2020 年）を比較すると、「技能実習生」お

よび「技術・人文知識・国際業務」といった就労を目的とした在留資格者の割合が増えています。 
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５．日本語指導が必要な児童・生徒数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．学区別外国人住民数（Ｒ1.12/31） 

学

区 

志 

津 

志 
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南 
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大 

路 

渋 
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矢 
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西 
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南 

笠 

東 

山 

田 

笠 

縫 
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縫 

東 

常 

盤 

合 

計 

人

数 
289 78 278 146 158 233 132 91 602 505 107 143 173 15 2,950 

割

合 
9.8 2.6 9.4 5.0 5.4 7.9 4.5 3.1 20.4 17.1 3.6 4.8 5.9 0.5 100.0 
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 市内の小・中学校に在籍している日本国籍を含む、日本語指導が必要な外国人児童生徒等の人数

は、近年は一定の数で推移しており、令和元年(2019 年)は 14 人となっています。 

 学区別では、玉川・南笠東学区が多くの割合を占めています。 
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